ベイチュウ ハンダンピング フンソウ ノ セイジ ケイザイガクテキ ケンキュウ by 陳, 友駿
 
 
氏     名   陳 友駿 
学 位 の 種 類   博士（ 経済学 ） 
学 位 記 番 号   第 5291 号 
学位授与年月日   平成２１年 ３月２４日 
学位授与の要件   学位規則第４条第１項該当者 
学 位 論 文 名   米中反ダンピング紛争の政治経済学的研究 
 
論文審査委員   主 査 教 授  佐々木 信彰  副主査 教 授（創造都市）中本 悟          
          副主査 教 授  朴 一 
 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文の研究目的は、中・米貿易不均衡のなかで生じた一連の貿易摩擦のなかの反ダンピング紛争
を政治経済学的に研究することにある。本論文は、中・米反ダンピング紛争を中心に、中・米両国の
反ダンピング法、反ダンピング行政および反ダンピング措置の運用の結果と影響を分析している。 
本論文の各章の要旨は以下の通りである。 
第 1章は、中・米貿易の急成長と中米貿易不均衡の分析である。また中・米貿易不均衡のなかで反
ダンピング措置を中・米両国がお互いに実施しており、このことが貿易摩擦を引き起こす大きな経路
となっていることを示している。また、中・米貿易関係においてアメリカが中国を「非市場経済国」
として規定している点について研究を深めている。 
第 2章は、反ダンピングに関する基本的な問題の分析である。まずダンピングの基本論点を説明し
たうえで、GATT および WTO 協定の反ダンピング規則の変遷、反ダンピング措置と貿易摩擦の関連、
および反ダンピング措置以外の貿易摩擦の諸類型について論及している。 
第 3章は、中国の反ダンピング法が WTO 加盟前後にどのように変遷してきたのか、また中国の反ダ
ンピング行政機構の内容、中国の反ダンピングの法とその執行機構の独自性、執行上の問題点を指摘
している。その上で、アクリル酸エステルの輸入に対する中国の反ダンピング措置の独自性や背後に
ある中国の化学工業育成という産業政策について明らかにし、アクリル酸エステル輸入に対する反ダ
ンピング措置が、外国ならびに中国の国内のアクリル酸エステルに及ぼしたインパクトについて分析
している。 
第 4章は、中・米貿易摩擦のきっかけの一つとなったアメリカの対中反ダンピング提訴の実績を分
析し、特に反ダンピング措置が多用されている鉄鋼産業について、アメリカの反ダンピング措置の背
景とその中・米両国の鉄鋼業に対するインパクトを検討している。アメリカの通商法では中国を「非
市場経済国」として定義しており、アメリカの中国に対する反ダンピング措置の手続きは特殊である。
申請論文では、中・米鉄鋼貿易摩擦の分析により中・米貿易摩擦の特殊性を明らかにしている。 
以上 3章と 4 章を通じて、中・米両国とも対象産業は異なるが、一方の中国ではアクリル酸エステ
ルの産業育成策として、他方のアメリカでは鉄鋼を産業保護策として、それぞれ反ダンピング措置を
利用していることを明らかにしている。 
終章では、中・米反ダンピング紛争の対外的・対内的インパクトを総括し、中・米反ダンピング紛
争の基本的な性格と今後の展望について論じている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
申請論文の独自性には以下の諸点があると考えられる。 
第 1に、中・米反ダンピング紛争について、中・米両国の双方から、反ダンピング法や反ダンピン
グ行政、反ダンピング措置の効果などを対象として、比較検討した点である。この双方からのアプロ
ーチは申請論文の最大のオリジナリティである。なかでも中国の反ダンピング法と反ダンピング行政
機構の高い政治性と低い透明性という問題点を明らかにしている点は極めて高い評価に値する。 
第 2に、申請論文はアメリカの対中通商政策のなかで、中国を「非市場経済国」として待遇してい
ることの意義を分析している。この点も申請論文の独自性である。「非市場経済国」待遇は、中・米
貿易摩擦の複雑さと激しさ、またその解決の独自性を規定するものであるが従来の研究にはこの点に
ついて手薄であった。この点を分析した点は評価に値する。 
第 3に申請論文は、反ダンピング法、反ダンピング行政、反ダンピング措置をめぐる政府と自国の
産業・企業との関係について、中・米両国の比較検討を行っており、この分析により反ダンピング紛
争という貿易摩擦の背景には、自国の関連産業と行政府の緊密な関係があることを示すことに成功し
ている。しかもその関係は、中・米両国で全く異なるものであり、この点を明らかにしたことも申請
論文の独自性であると言える。 
第 4に中国とアメリカの両国の関係資料を深く検討している点、また先行研究のサーベイではアメ
リカ、日本、中国の先行研究を検討している点が評価に値する。双方向の研究アプローチが学術的価
値を高めていると評価できる。 
平成 20 年 11 月 25 日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員はじめ研究科教員
から幾つかの問題点を指摘されたが、申請者の質問に対する応答も適切であった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると
判断する。 
 
  
 
 
 
